
局地的な豪雨や大型台風など過去に経験のない
自然災害や獣害が発生し、農作物が
大きな被害を受けています。

局地的な豪雨や大型台風など過去に経験のない
自然災害や獣害が発生し、農作物が
大きな被害を受けています。

収入保険及びオススメの水稲共済加入で、今後起こり得る自然災害等に
備えましょう。

「半相殺方式」以外のおすすめはありますか？

加入要件があるので、ご確認ください！

＊引受方式、特約の説明については2・3Ｐを参照ください

自然災害や価格低下だけでな
く農業者の経営努力では避け
られない収入減少が補償の対
象です。
詳細な説明が必要な方は、組
合までご連絡ください！

青色申告をしている

スタート

収入保険 ＪＡ等に乾燥調製作業を全量依頼している

全相殺方式 半相殺方式
or

全ての方式に

or

品質方式 地域インデックス方式

一筆半損特約

農作物共済重要事項説明書（制度概要・注意喚起情報・その他注意の説明）
この説明書は、農作物共済の加入にあたり、あらかじめ承知いただきたい重要事項をまとめたものです。この説明書は、契約に関
する全ての内容を記載したものではありません。わかりにくい点、詳細については、農業共済組合（以下「組合」という）備え置きの「定款」
「事業規程」を閲覧していただくか、組合までお問い合わせください。
お申込みの際は、以下の事項を今一度ご確認のうえ、加入願います。（金融商品販売法等に基づく重要事項の説明）

はい いいえ

いいえはい
イチオシ！！イチオシ！！

おすすめ！！おすすめ！！

おすすめ！！おすすめ！！

１．加入申込みと共済関係（契約）の成立
農作物共済の共済関係は、水稲と麦の耕作面積の合計が10

アール以上かつ、当組合の区域内に住所を有する農業者が共済
目的の種類ごと及び年産ごとに、加入資格者が耕作を行う農作
物共済の共済目的たる農作物（次に掲げる事由に該当する農作
物を除く）の全てを農作物共済に付することを申し込み、この組
合がこれを承諾することによって成立します。
（1）共済関係を成立させないことを相当とする次の事由に該当

する農作物
①当該農作物が共済に付されるとすれば共済事故の発生する
ことが相当の確実さをもって見通されること。例えば（ア）既
往の災害により海水又は鉱毒が浸入し十分復旧していない
耕地で耕作されること（イ）堤防、かんがい排水施設等が破
壊され、復旧の見込みがたっていない耕地で耕作されるこ
と（ウ）河川及びダムの敷地にある耕地等で耕作されること
②当該農作物に係る基準収穫量または基準生産金額の適正
な決定が困難であること。例えば（ア）通常の種類、品種、栽
培方法等と著しく異なる方法で耕作されること（イ）開拓
地、干拓地等であって作付年数が少ない等により的確な資
料がない耕地で耕作されること

③当該農作物に係る損害の額の適正かつ円滑な認定が困難
であること

④当該農作物の耕作が穀実の収穫を目的としないこと。例え
ば、青刈り麦、ホールクロップサイレージ用稲、青刈り稲等

⑤当該農作物につき通常の肥培管理が行われず、または行わ
れないおそれがあること。例えば、野菜、たばこ等の栽培の
ために風除け用として栽培される麦等

２．共済掛金払込期限
7 月31日

３．共済掛金不払の場合の共済関係の解除
加入者が正当な理由がないのに払い込みを遅滞したときは、

組合は当該農作物共済の共済関係を解除するものとします。

４．損害防止の義務
通常すべき管理、その他の損害防止を行うことは加入者の義

務となっています。肥培管理の粗放または不行き届き、病害虫防

除の不適切等により、共済事故以外の原因によると認められる
減収量がある場合には、分割評価を行い、この共済事故以外の
原因による減収量は、減収として取り扱わないため、共済金が減
額になることがあります。

５．共済金が支払えない場合
次のような場合には、免責や分割評価により、共済金の全部ま

たは一部が減額になることがあります。
（1）通常すべき管理その他損害防止を怠ったとき
（2）組合から指示された損害防止の処置に従わなかったとき
（3）損害発生の通知をその都度、遅滞なく行わなかったとき、または

悪意若しくは重大な過失によって不実の通知をしたとき
（4）加入申込書兼変更届出書の提出を怠り、または悪意若しくは

重大な過失によって加入申込書兼変更届出書に不実の記載
をしたとき

（5）加入申込書兼変更届出書に記載した事項に変更が生じた際
の通知を怠り、又は悪意若しくは重大な過失によって不実の
通知をしたとき

（6）正当な理由もなく、共済掛金の払い込みを遅滞したとき
（7）植物防疫法の規定に違反したとき
（8）加入している農作物についての栽培方法を、加入した区分に

適用されるものに係る栽培方法以外のものに変更したとき
（9）共済事故発生の際の調査を妨害したとき

６．その他
大災害が発生し、組合の支払財源に不足が生ずる場合は、共

済金の支払額が削減されることがあります。

７．個人情報の取り扱いについて
加入申込書兼変更届出書に記載された内容及び個人情報に

ついて、農業共済組合、全国農業共済組合連合会、農業協同組
合、認定方針作成者、行政機関、農業活性化協議会が、農作物共
済の引き受け、農業保険（収入保険及び共済事業）の加入推進の
事務、助成金の交付及び拠出金の収受、認定方針作成者別の需
要量に関する情報の算定・農業者別の生産基準数量の配分・調
整、経営所得安定対策等事業の要件の状況確認、担い手への農
地利用集積に係る状況確認及び水田台帳の整備・活用に伴う業
務に必要な範囲で利用します。
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01

水稲と麦の耕作面積の合計が10アール以上の農業者です。
（農業法人・生産組織を含む）

加入できるのは

02

風水害、干害、ひょう害、冷害、雨害湿潤害、土壌湿潤害、火災、病害、虫害、鳥害、獣害、その他気象上
の原因（地震および噴火を含む）による災害等。ただし、薬害等人為的な災害は含みません。

対象となる事故は

（標準的な例）1kg当たり共済金額197円、10ａ当たり基準収穫量500kg、作付面積10ａ
　　　　　　　　　　　　　　　　　＜補償金額、農業者負担掛金等は最高の補償割合を選択した場合＞

04

2月10日から4月10日までです。
ただし、当該期間における申し込みが困難である場合等にあっては、当該期間の終了後から移植前
（直播の場合にあっては、直播前）までの間に申し込みを行うことができるものとします。

加入申込期間は

08

　　に該当すると認める場合には、組合まで連絡してください。損害通知書兼野帳をお届けしますので、

必要事項を記入して提出してください。

被害申告は

05 加入要件は

06 補償金額と農業者負担掛金等は

03

本田移植期（直播の場合は発芽期）から収穫をするまでの期間です。

共済責任期間は

引受方式 選択できる
補償割合

農業者負担掛金等（※1）
（一筆半損特例付加なしの場合）補償金額

全相殺方式

半相殺方式

品質方式

地域インデックス方式

9・8・7割

8・7・6割

9・8・7割

9・8・7割

88,650円

78,800円

88,650円

88,650円

226円（ 222円）

171円（ 162円）

233円（ 229円）

185円（ 154円）

ＪＡ等に乾燥調製作業を全量依頼し、その計量結果などで
収穫量が確認できる

税申告書類等で収穫量が確認できる

加入要件の内容引受方式

施設型

全相殺方式

半相殺方式

品質方式

地域インデックス方式

ＪＡ等に乾燥調製作業をおおむね依頼し、ＪＡ等から用途
品別に種・等級ごとの出荷データの提供が得られる施設型

収穫量のおおむね全量を業者へ出荷し、その業者から用
途別に品種・等級ごとの出荷データの提供が得られる

自家調製型

税申告書類等で、用途別に品種・等級ごとの出荷量が
確認できる

青色申告型

青色申告型

要件なし

白色申告型

要件なし

07 共済金支払い対象の減収（減少）割合は

農業者ごとに、1割を超える減収があった場合

農業者ごとに、被害耕地の減収量の合計が1.5割を超える場合

最高の補償割合を選択した場合引受方式 / 特例

全相殺方式

半相殺方式

農業者ごとに、1割を超える減収量（品質指数加味）かつ1割を超える生産
金額の減少があった場合

品質方式

農業者ごとに統計単位地域（市町）ごとの単収が当該年産の統計単収の
１割を超えた減収があった場合

地域インデックス方式

耕地ごとに収穫量が5割以上の減収の場合（全損を除く）に基準収穫量の
2割を共済金として支払う（選択により付加できる＝特約）

一筆半損特例

耕地ごとに全損の場合に基準収穫量の7割を共済金として支払う
（標準で付加されている）

一筆全損特例

※１ 掛金の2分の１は国が負担しており、その控除後の金額です

07

0302



局地的な豪雨や大型台風など過去に経験のない
自然災害や獣害が発生し、農作物が
大きな被害を受けています。

局地的な豪雨や大型台風など過去に経験のない
自然災害や獣害が発生し、農作物が
大きな被害を受けています。

収入保険及びオススメの水稲共済加入で、今後起こり得る自然災害等に
備えましょう。

「半相殺方式」以外のおすすめはありますか？

加入要件があるので、ご確認ください！

＊引受方式、特約の説明については2・3Ｐを参照ください

自然災害や価格低下だけでな
く農業者の経営努力では避け
られない収入減少が補償の対
象です。
詳細な説明が必要な方は、組
合までご連絡ください！

青色申告をしている

スタート

収入保険 ＪＡ等に乾燥調製作業を全量依頼している

全相殺方式 半相殺方式
or

全ての方式に

or

品質方式 地域インデックス方式

一筆半損特約

農作物共済重要事項説明書（制度概要・注意喚起情報・その他注意の説明）
この説明書は、農作物共済の加入にあたり、あらかじめ承知いただきたい重要事項をまとめたものです。この説明書は、契約に関
する全ての内容を記載したものではありません。わかりにくい点、詳細については、農業共済組合（以下「組合」という）備え置きの「定款」
「事業規程」を閲覧していただくか、組合までお問い合わせください。
お申込みの際は、以下の事項を今一度ご確認のうえ、加入願います。（金融商品販売法等に基づく重要事項の説明）

はい いいえ

いいえはい
イチオシ！！イチオシ！！

おすすめ！！おすすめ！！

おすすめ！！おすすめ！！

１．加入申込みと共済関係（契約）の成立
農作物共済の共済関係は、水稲と麦の耕作面積の合計が10

アール以上かつ、当組合の区域内に住所を有する農業者が共済
目的の種類ごと及び年産ごとに、加入資格者が耕作を行う農作
物共済の共済目的たる農作物（次に掲げる事由に該当する農作
物を除く）の全てを農作物共済に付することを申し込み、この組
合がこれを承諾することによって成立します。
（1）共済関係を成立させないことを相当とする次の事由に該当

する農作物
①当該農作物が共済に付されるとすれば共済事故の発生する
ことが相当の確実さをもって見通されること。例えば（ア）既
往の災害により海水又は鉱毒が浸入し十分復旧していない
耕地で耕作されること（イ）堤防、かんがい排水施設等が破
壊され、復旧の見込みがたっていない耕地で耕作されるこ
と（ウ）河川及びダムの敷地にある耕地等で耕作されること
②当該農作物に係る基準収穫量または基準生産金額の適正
な決定が困難であること。例えば（ア）通常の種類、品種、栽
培方法等と著しく異なる方法で耕作されること（イ）開拓
地、干拓地等であって作付年数が少ない等により的確な資
料がない耕地で耕作されること
③当該農作物に係る損害の額の適正かつ円滑な認定が困難
であること
④当該農作物の耕作が穀実の収穫を目的としないこと。例え
ば、青刈り麦、ホールクロップサイレージ用稲、青刈り稲等
⑤当該農作物につき通常の肥培管理が行われず、または行わ
れないおそれがあること。例えば、野菜、たばこ等の栽培の
ために風除け用として栽培される麦等

２．共済掛金払込期限
7 月31日

３．共済掛金不払の場合の共済関係の解除
加入者が正当な理由がないのに払い込みを遅滞したときは、
組合は当該農作物共済の共済関係を解除するものとします。

４．損害防止の義務
通常すべき管理、その他の損害防止を行うことは加入者の義
務となっています。肥培管理の粗放または不行き届き、病害虫防

除の不適切等により、共済事故以外の原因によると認められる
減収量がある場合には、分割評価を行い、この共済事故以外の
原因による減収量は、減収として取り扱わないため、共済金が減
額になることがあります。

５．共済金が支払えない場合
次のような場合には、免責や分割評価により、共済金の全部ま

たは一部が減額になることがあります。
（1）通常すべき管理その他損害防止を怠ったとき
（2）組合から指示された損害防止の処置に従わなかったとき
（3）損害発生の通知をその都度、遅滞なく行わなかったとき、または

悪意若しくは重大な過失によって不実の通知をしたとき
（4）加入申込書兼変更届出書の提出を怠り、または悪意若しくは

重大な過失によって加入申込書兼変更届出書に不実の記載
をしたとき

（5）加入申込書兼変更届出書に記載した事項に変更が生じた際
の通知を怠り、又は悪意若しくは重大な過失によって不実の
通知をしたとき

（6）正当な理由もなく、共済掛金の払い込みを遅滞したとき
（7）植物防疫法の規定に違反したとき
（8）加入している農作物についての栽培方法を、加入した区分に

適用されるものに係る栽培方法以外のものに変更したとき
（9）共済事故発生の際の調査を妨害したとき

６．その他
大災害が発生し、組合の支払財源に不足が生ずる場合は、共

済金の支払額が削減されることがあります。

７．個人情報の取り扱いについて
加入申込書兼変更届出書に記載された内容及び個人情報に

ついて、農業共済組合、全国農業共済組合連合会、農業協同組
合、認定方針作成者、行政機関、農業活性化協議会が、農作物共
済の引き受け、農業保険（収入保険及び共済事業）の加入推進の
事務、助成金の交付及び拠出金の収受、認定方針作成者別の需
要量に関する情報の算定・農業者別の生産基準数量の配分・調
整、経営所得安定対策等事業の要件の状況確認、担い手への農
地利用集積に係る状況確認及び水田台帳の整備・活用に伴う業
務に必要な範囲で利用します。
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